別紙様式第７号（別記２第10の５関係）	

番　　号
年 月 日

地方農政局長等　殿

都道府県知事


産地生産基盤パワーアップ事業都道府県事業計画（○○対策）の（変更の）　　　妥当性等の協議について


産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506号）別記２の第10の５の規定に基づき、関係書類を添えて協議します。

記

添付書類　産地生産基盤パワーアップ事業都道府県事業計画書

（注）収益性向上対策、生産基盤強化対策はそれぞれ別途申請すること。
なお、生産基盤強化対策のうち、全国的な土づくりの展開の取組のみを申請する場合は、件名の「（○○対策）」を「（生産基盤強化対策のうちの全国的な土づくりの展開の取組）」と記載すること。




別紙様式第８号（別記２第10の５関係）	

番　　号
年 月 日

地域農業再生協議会長　殿

都道府県知事


産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画（○○対策） の承認　　　について


令和○年○月○日付け○○で申請のあった産地パワーアップ計画（○○対策）について、産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506号）別記２の第10の５の規定に基づき、承認したので通知する。

記

添付書類　産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画書（○○対策）






別紙様式第９号（別記２第10の６関係）

番　　号
年 月 日

都道府県知事　殿

事業実施主体名
所在地
代表者氏名　　


○○年度産地生産基盤パワーアップ事業（○○対策）交付決定前着手届に　　　　ついて


産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506号）別記２の第10の６の規定に基づき、下記条件を了承の上、交付決定前に着手したいので届け出る。

記

１　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。
２　交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。
	事業内容
	事業費
	着手予定年月日
	完了予定年月日
	理由

	




	
	
	
	





